





















































　第 2 次世界大戦後、日本を占領した連合国（米国）は 947 年ごろから冷戦が本格化したため「対ソ封じ込め」
の一環として、日本を「反共の防壁」とする占領政策に方向を転換した。950 年 6 月朝鮮戦争の勃発で米軍を中
心とした国連軍が編成され、在日米軍も朝鮮半島に派遣された。日本は前線基地と同時に食料や弾薬などの後方支
援基地ともなった。　
　950 年 8 月マッカーサー連合国最高司令官は日本政府に警察予備隊（後の保安隊、その後自衛隊）の創設を指示し、




















　960 年 6 月日本と米国との間の相互協力および安全保障条約（新日米安保条約）が締結され、旧安保条約は失
効した。防衛義務を明記し内乱条項を削除するなどで変更があった。













表５：日米安保条約 5 条・6 条の内容と論点
古　田　雅　雄34
（２）「三矢研究」











































































　98 年 5 月訪米中の鈴木首相は日本のシーレーン防衛の方針を米国に正式に伝えた。「少なくとも自分の庭先で
ある、日本周辺海域数百マイルの範囲内、そしてシーレーンについては約 000 海里を憲法と照らし合わせて、わ








機Ｐ 3 Ｃは日本の防衛力が増強された時代の象徴ともいえる。当時、海上自衛隊の P3C は  機 00 億円で、日本
は米国（42 機）、ソ連（75 機）に次いで、97 機を持つ対潜哨戒機の保有国であった。
　979 年ソ連のアフガニスタン侵攻によって、レーガン政権は西側同盟国に対ソ防衛協力を求めた。98 年 5 月
鈴木とレーガンの首脳会談が行われた。米国はソ連海軍の脅威を理由にシーレーンの安全確保を日本に要請した。
鈴木は会談後シーレーンを日本から 000 海里まで防衛すると明言した。
　米国政府は鈴木の発言を高く評価し、P3C を 25 機、水上艦艇を 70 隻の購入によって、空と海の戦力増強を日
本に求めた。これは「防衛計画の大綱」を上回る膨大な数字であった。米国が日本に防衛力の強化を要求し始めた
頃、つまり 980 年度の『防衛白書』から、それまで毎年記述された「基盤的防衛力」の用語が使用されなくなり、
「潜在的脅威と見なす」という表現が目立ち始めた。980 年代日本政府はＰ 3 Ｃ導入機数を二度変更している。当
初の予定では 45 機であったが、982 年 75 機、985 年 00 機と増加した。また、自衛隊は P3C 機以外にも当時最
高の性能を持つ最新兵器を米国から次々購入した。航空自衛隊の主力の F5 戦闘機（約 37 億円）は約 80 機配
置された。米国の最新の防空ミサイルを備えたイージス艦（約 200 億円）は合計 4 隻を保有することが決定され
た。自衛隊は、シーレーン防衛のために、米海軍と共同訓練に参加するようになった（リムパック環太平洋合同演
習）。その訓練に自衛隊は米国に次ぐ規模の護衛艦数やＰ 3 Ｃ機数を派遣している。980 年代、防衛費に占める兵
器購入費の割合が増え続け（976 年 6.4％、990 年 27.4％）、「防衛計画の大綱」と同時期に決定された防衛費の
GNP％枠は 987 年に突破された。
　980 年代の国際情勢の変化の中で、「防衛計画の大綱」、「基盤的防衛力」はどのように変化したのであろうか。
基盤的防衛力は 980 年代に大きく変質した。967 年から 985 年まで陸上自衛隊用予算が削減する中で、海上、
航空の自衛隊の予算割合が増加した。自衛隊の予算比率では、967 年陸上 38％、海上 39％、航空 23％であったが、
戦後史における日本の安全保障の変遷をめぐる議論の整理　―日米安保体制の定着、変容、拡大について― 37















　冷戦構造の消滅後、新たな日本の防衛政策はどうなったのか。994 年 8 月首相の私的諮問機関である「防衛問
題懇談会」が村山首相に報告書を提出した。「懇談会」は経済界、学界、元官界の有識者から構成され、冷戦後
の日本の防衛力を検討してきた。その報告書は「日本の安全と防衛力のあり方− 2 世紀に向けての展望− （The 
































の対応を真剣に考えざるをえなくなった結果である。しかし、994 年 6 月朝鮮半島危機が一時的に回避されたた
めに、その時には日本は米国に具体的な回答を出さなくてよかった。
　994 年 6 月村山連立内閣（自民党・社会党・さきがけ）が成立し、日本政治が大きく転換した。「私は専守防衛
に徹し、自衛のための必要、最小限の実力組織である自衛隊は、憲法の認めるものと認識している」（994 年 7 月
衆議院本会議での村山首相の発言）。この発言は、日米安保条約をめぐる自民党と社会党の対立が終了したことを
意味した。「アジア・太平洋地域全体の平和と安全のために、日米安保体制が果たしている役割はたいへん大きい」、
と村山は 995 年  月訪米前に発言した。社会党は米軍が安保条約の「極東の平和と安全」のために日本の基地か
ら行動する危険性を主張したが、日米安保体制の役割を「アジア・太平洋地域全体」にまで拡大する方針に大きく
戦後史における日本の安全保障の変遷をめぐる議論の整理　―日米安保体制の定着、変容、拡大について― 39
転換した。995 年防衛庁は「防衛計画の大綱」を 9 年ぶりに見直し、日本有事に加えて日本周辺有事での日米防
衛協力へと拡大させた。
　996 年 3 月中国は軍事演習を台湾本島付近で強行した。中国軍事演習から  カ月後の 4 月クリントン大統領と











　994 年秋から日米両国政府の事務担当者は日米安保の新たな役割と意義づけを共同検討してきた。994 年 9 月



















　米国政府は約 30 万人の海外兵力を維持する方針を表明した。欧州に約 0 万人、東アジア・太平洋各国に約 0
万人、残りの約 0 万人は紛争地域や海上の任務を担当する。992 年に 5 万人の欧州駐留軍の削減があったことで、
東アジア・太平洋駐留軍は数の上で並び、クリントン政権の「アジア重視」がうかがわれた（６）。































作業する意欲を示すことである。これへの回答は 995 年  月新「防衛計画の大綱」の発表である。
　冷戦後、日本は駐留費を負担する代わりに貿易黒字や「核の傘」という、従来の安保政策に替わる新しい論理を
構築できなかった。その点で「東アジア戦略報告」は日米安保体制への定義づけとなる。しかし、それは日本にと















　995 年 3 月英国外務省で日米関係をテーマにした会議があった。その席で「世界は多角的安保体制が主流にな
りつつある。日米安全保障という 2 国間の枠組みは将来も機能するのか」、という質問が出された。多角的安保の





　なぜ、米国は東アジア・太平洋地域で 0 万の兵力を維持するのか。993 年の米国と同地域との貿易総額は 3740




















表９：1995 年 3 月防衛庁の安保対話基本方針（要旨）
古　田　雅　雄44
（２）「防衛計画の大綱」の改定
　995 年  月政府は冷戦後の防衛力整備の指針となる新「防衛計画の大綱」と今後の防衛力の具体的水準を示す「別
表」を決定した。その内容は最小限の防衛力を保持するという「基盤的防衛力構想」を「旧大綱」から継承する一方、































推進し、軍事・防衛面の透明性を高める考えであった。994 年  月報告書において「多角的安保」は「多国的安
保対話・協力」として、「日米安保体制」の項目の中に一言だけ記述されるだけであった。日本が主導したＡＲＦ
には触れていない。「新大綱」は自国と地域の安全・安定をどう確保するかという理念も言及していない。
　995 年  月政府は冷戦後の防衛力整備の指針となる新「防衛計画の大綱」、今後の防衛力の具体的水準を示す「別
表」を決定した。その内容は最小限の防衛力を保持する「基盤的防衛力構想」を「旧大綱」から継続する一方で、







































　996 年 4 月橋本首相とクリントン大統領は日米安全保障共同宣言を発表した。これは 960 年の安保条約を改定・
拡大する内容であり、従来の日米関係を大きく変更する。
　第１に日米協力の範囲が極東からアジアに拡大した。米国は自国の安全保障のために欧州とアジアにおいて前方


























































　998 年 4 月日本政府は「日米防衛協力の指針（ガイドライン）」に関する法案・協力案の基本方針をまとめた。

























と国連外交の 2 点である。中国政策については、日米両国は 2 世紀に向けて中国との関係が大きな意味を持つこ




















































































































































































　さらに 2 つの課題がある。第  は自衛隊の装備・編成の見直しをどこまで実現するのか。第 2 は在日米軍基地の
再編問題である。






































　第 2 は警戒・監視が不十分だった南西諸島方面での活動の強化を盛り込んだ点である。背景には 2004 年に「防
衛計画の大綱」の策定後、中国が海軍力・空軍力を強化して海洋に進出しだした情勢変化がある。








　基盤的防衛力から動的防衛力への転換で具体的に何が変わるのか。陸上自衛隊では定数 5 万 5000 人を 5 万
4000 人に削減する。伝統的な主要装備の戦車を 600 両から 400 両に削減する。海上自衛隊では護衛艦を 47 隻から
48 隻に増やし、この範囲内で高性能レーダーを備え北朝鮮の弾道ミサイルに対処するイージス艦を現在の 4 隻か











　３つ目のポイントは「武器輸出 3 原則」見直しの先送りである。「武器輸出 3 原則」は 967 年当時の佐藤首相が
次の 3 つの場合を除き輸出を認めないと表明された。①共産圏向け、②国連決議で武器輸出が禁止されている国向
け、③国際紛争の当事国や、その恐れとなる国向けは輸出を認めないというもので、それ以外は可能であった。そ




































































（2）960 年  月岸首相とハーター米国国務長官の間で交わされた文書の中で、①米軍の配置の重要な変更、②装
備の重要な変更、③戦闘作戦行動のための日本の基地使用に関しては、米国側は日本政府と事前に協議するこ
とが定められていた。しかし条約締結以来、事前協議は一度も行なわれたことはない。「重要な装備の変更」













戦後、30 万の駐留兵を 3 分の１まで削減し、アジアでは 3 万 5000 人の駐留兵を 9 万人まで削減する計画が
あった。日本の駐留兵力も約 5000 人の削減が実施された。ところが、米国は 994 年の北朝鮮の核疑惑を境に
兵力削減を中止した。クリントン政権誕生後アジアの 0 万人の駐留兵を維持する「東アジア戦略報告」（「ナイ・
レポート」）が決定された。この 0 万人の枠が沖縄基地の整理・縮小の大きな壁になった。米国には、軍内部
に 0 万人の兵力維持に疑問が出された。また軍事的には柔軟さを求める必要があった。米国は 0 万の軍をい
つまでも海外に駐留させる経費を負担できない経済的事情もある。当時の試算によると、米軍の駐留経費は年






ことになった。983 年中曽根首相は米国にだけ 3 原則を緩め、武器技術に限って供与する途を開いた。2004
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朱　建栄『中国 2002 年への道』NHK ブックス 998 年
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